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▐ サービスメニュー

業務サービス

導入支援
サービス

データ移行
サービス

運用
サービス

セキュリティ
サービス

住民基本・税・保険・福祉

総合窓口・コンビニ交付・自動交付

財務会計・文書管理・人事給与

図書館 施設予約 電子申請

住民と行政の接点を支える
クラウドサービス

行政事務の基点を支える
クラウドサービス

行政運営を支える
クラウドサービス

自治体クラウドサービスのご紹介
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自治体クラウド導入で何が変わるか

変わらないこと ITを用いて、自治体経営に貢献すること

変わること

コスト低減 IＴ管理軽減 長期利用

変えなければいけないこと

脱ＳＩ志向 ＩＴ部門役割 契約方法
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▌共同利用の基本方針を明確にする（なんのための共同利用なのか？）

① 事業継続性の向上

② 業務の効率化

③ コスト削減

（目標例）

○行政サービスの信頼性・安全性・持続性の確保
○業務をより効率的により標準的な処理へ
○ライフサイクルコスト（導入・運用コスト削減）

（目安：１～２ヶ月）

共同利用検討の進め方（例）
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共同利用検討の進め方（例）
▌調達まで決めなければいけないこと

共同利用
スケジュール決定

共同化範囲
決定

Ｓｔｅｐ１

Ｓｔｅｐ２

Ｓｔｅｐ３

番号制度の稼働時期に合わせられる
団体を抽出する。（移行目安）

共同化の提案範囲（スコープ※）を明確にする。
※導入サービス・ＳａａＳサービス、運用サービスの
範囲、サービス品質（ＳＬＡ）、ＮＷなどを定義する。

Step1,2の範囲で費用を積算。
その費用の按分方法に関して参加団体間で決定する。

費用負担
決定

（目安：２～３ヶ月）

（目安：３～５ヶ月）

（目安：１～２ヶ月）

コンサル活用することでスムーズな検討が可能
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成功のポイント

2 トップ層も含めた合意形成の確立
○スピード感を持った推進体制構築（推進リーダー・推進チーム体制確立）

3

正確な基礎費用情報の確認
○調達範囲内とその他に分けた現行経費の内訳（※内部系・ＢＰＯ等）1

適切な検討期間
○検討開始から１年以内で決める覚悟でスタート
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GPRIME クラウド 検索 資料請求、各種お問い合わせはＷｅｂからも可能です。

ＮＥＣ自治体クラウドサービスご紹介ホームページ
▌事例をさらに充実しリニューアル
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